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北海道告示第 号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量

総合文書管理システム運用・保守業務 一式
２ 随意契約の相手方を決定した日
平成 年３月 日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
氏 名 富士電機システムズ株式会社
住 所 東京都品川区大崎１丁目 番２号

４ 随意契約に係る契約金額
円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第２号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道総務部人事局法制文書課
所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第 号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量

道税総合情報処理システムオンライン業務、センタ処理業務及び税務電算処理に係る
帳表の管理保管等業務
道税総合情報処理システム入力媒体作成業務
ア 随意契約に係る特定役務の名称

１字当たりの単価
漢字１字当たりの単価
入力媒体１件当たりの単価

イ 数量
調達予定数量 字

漢字 調達予定数量 字
入力媒体 調達予定数量 件

道税総合情報処理システムシーリング業務
ア 随意契約に係る特定役務の名称
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封かん１件当たりの単価
封入・封かん１件当たりの単価

イ 数量
封かん 調達予定数量 件
封入・封かん 調達予定数量 件

道税総合情報処理システムコレートアンドディタッチャー処理業務
ア 随意契約に係る特定役務の名称
１件当たりの単価

イ 数量 調達予定数量 件
道税総合情報処理システム 作成業務

ア 随意契約に係る特定役務の名称
マスタ１枚当たりの単価
コピー１枚当たりの単価

イ 数量
マスタ 調達予定数量 枚
コピー 調達予定数量 枚

道税総合情報処理システムプログラム作成業務
ア 随意契約に係る特定役務の名称
１人工当たりの単価

イ 数量 調達予定数量 人工
２ 随意契約の相手方を決定した日
平成 年３月 日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
氏 名 株式会社
住 所 札幌市中央区北３条西７丁目１番地

４ 随意契約に係る契約金額
道税総合情報処理システムオンライン業務、センタ処理業務及び税務電算処理に係る
帳表の管理保管等業務 円
道税総合情報処理システム入力媒体作成業務
ア １字当たりの単価 銭
イ 漢字１字当たりの単価 １円 銭
ウ 入力媒体１件当たりの単価 銭
道税総合情報処理システムシーリング業務
ア 封かん１件当たりの単価 ３円 銭
イ 封入・封かん１件当たりの単価 ３円 銭

道税総合情報処理システムコレートアンドディタッチャー処理業務
１件当たりの単価 円
道税総合情報処理システム 作成業務

ア マスタ１枚当たりの単価 円
イ コピー１枚当たりの単価 円
道税総合情報処理システムプログラム作成業務
１人工当たりの単価 円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第２号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道総務部財政局税務課
所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第 号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量
緊急防災情報ネットワークシステム機器の賃貸借 一式

２ 随意契約の相手方を決定した日
平成 年３月 日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
氏 名 株式会社
住 所 札幌市中央区北３条西７丁目１番地

４ 随意契約に係る契約金額
月額 円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第２号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び住所
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名 称 北海道総務部危機対策局防災消防課
所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、次のとおり土地改良区
の役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
月形土地改良区
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 山 際 榮 二 樺戸郡月形町字知来乙 番地１
同 同 同 皆 川 一 夫 同 番地の２
同 同 同 渡 辺 祥 紀 同 字南耕地 番地１
同 同 同 山 武 同 字枯木番外地
同 同 同 岩 村 和 男 同 字知来乙 番地
同 同 同 鹿 嶋 春 雄 同 字アッカルシュナイ 番地
同 同 同 長 瀬 繁 一 同 字札比内 番地
同 同 同 佐 藤 博 次 同 番地
同 同 同 池 上 一 紀 同 字札比内 番地の２
同 同 監 事 溝 口 智 孝 同 字南耕地 番地３
同 同 同 笠 間 盛 幸 同 番地
同 同 同 前 田 和 美 同 番地の
退 任 同 理 事 本 城 健 一 同 字南耕地 番地１
同 同 同 一 柳 和 彦 同 番地の
同 同 同 山 際 榮 二 同 字知来乙 番地１
同 同 同 山 武 同 字枯木番外地
同 同 同 岩 崎 吉 市 同 字赤川 番地
同 同 同 山 口 憲 章 同 字アッカルシュナイ 番地
同 同 同 長 瀬 繁 一 同 字豊ヶ丘 番地
同 同 同 金 澤 博 同 字札比内 番地
同 同 同 岡 時 夫 同 字札比内 番地７
同 同 監 事 堀 英 雄 同 番地
同 同 同 笠 間 盛 幸 同 番地
同 同 同 前 田 和 美 同 番地の
多度志土地改良区

就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 堀 井 修 深川市幌内 番地
同 同 同 大 井 利 也 同 湯内 番地１
同 同 同 近 澤 和 弘 同 鷹泊 番地
同 同 同 岡 田 秀 隆 同 多度志 番地
同 同 同 松 井 勝 實 同 宇摩 番地
同 同 同 柏 倉 晃 同 多度志南 番地１
同 同 監 事 竹 内 譲 同 多度志 番地１
同 同 同 竹 田 武 志 同 幌内 番地
退 任 同 理 事 清 原 悟 同 宇摩 番地
同 同 同 小 島 榮 一 同 多度志 番地
同 同 同 堀 井 修 同 幌内 番地
同 同 同 近 澤 和 弘 同 鷹泊 番地
同 同 同 大 井 利 也 同 湯内 番地１
同 同 同 岡 田 秀 隆 同 多度志 番地
同 同 監 事 竹 内 讓 同 多度志 番地１
同 同 同 竹 田 武 志 同 幌内 番地
北海土地改良区
退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
平成 理 事 三 嶋 清 治 岩見沢市栗沢町上幌 番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、道営土地改良（絵
笛地区中山間地域総合整備（暗きょ、客土、区画整理、農用地改良保全、農業用用排水））
事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道日高支庁に備え置いて、平成 年４月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に

基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
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北海道告示第 号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量（１ 当たりの単価）

落札に係る船舶用燃料及び潤滑油及び数量（調達予定数量）
ア 重油 １種２号
イ 軽 油 ２号
ウ 潤滑油

シェルリムラ 又は同等品
シェルリムラ 又は同等品
シェルロテラ 又は同等品

２ 落札を決定した日
平成 年３月 日

３ 落札者の氏名及び住所
氏 名 河辺石油株式会社
住 所 小 市稲穂２丁目 番８号

４ 落札金額
重油 １種２号 １ 当たりの単価 円 銭
軽 油 ２号 １ 当たりの単価 円 銭
潤滑油
ア シェルリムラ 又は同等品 １ 当たりの単価 円
イ シェルリムラ 又は同等品 １ 当たりの単価 円
ウ シェルロテラ 又は同等品 １ 当たりの単価 円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成 年２月９日付け北海道告示第 号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道水産林務部水産局漁業管理課
所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。

平成 年４月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 保安林予定森林の所在場所 積丹郡積丹町大字幌武意町 の１・ の２・ の４・
の４・ の１・ の１・ （以上７筆について次の図に
示す部分に限る。）

２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件

立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道後志支庁産
業振興部林務課及び積丹町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林の所在場所 石狩市厚田区安瀬

指 定 の 目 的 水源のかん養
指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
２ 保安林の所在場所 石狩市厚田区聚富 （次の図に示す部分に限る。）

指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。
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主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
３ 保安林の所在場所 田郡豊浦町字礼文華 の２（次の図に示す部分に限る。）

指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法

次の森林については、主伐は、択伐による。
字礼文華 の２（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
４ 保安林の所在場所 日高郡新ひだか町静内西川 の１（次の図に示す部分に限

る。）
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係支庁産業振興

部林務課並びに石狩市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

る。）
指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
２ 保安林予定森林の所在場所 磯谷郡蘭越町字黄金 （国有林。次の図に示す部分

に限る。）、 ・ の１・ の７（以上３筆について次
の図に示す部分に限る。）、 の３

指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
字黄金 の１・ の３・ の７（以上３筆について次の図に示す部分に限る。）、
、
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
３ 保安林予定森林の所在場所 積丹郡積丹町大字幌武意町 の４地先（国有林。次の

図に示す部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
４ 保安林予定森林の所在場所 苫前郡苫前町字九重 の１・ の１・ の５（以

上３筆について次の図に示す部分に限る。）、 、

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和 年法律第
号）第 条の規定による通知があった。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 檜山郡江差町字泊町 地先・ ・ ・ ・ ・

（以上１筆地先５筆について次の図に示す部分に限
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の２、
指 定 の 目 的 水源のかん養
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐に係る伐採種は、定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
５ 保安林予定森林の所在場所 利尻郡利尻町仙法志字久連 地先（国有林。次の図に

示す部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
６ 保安林予定森林の所在場所 紋別郡上湧別町字南兵村１区 地先（国有林。次の

図に示す部分に限る。）、 地先・ （以上１筆地先
１筆について次の図に示す部分に限る。）、 の１、
の２、 の１、 の２、

指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
７ 保安林予定森林の所在場所 勇払郡むかわ町穂別 の６（国有林。次の図に示す

部分に限る。）、 の３（次の図に示す部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件

ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
８ 保安林予定森林の所在場所 勇払郡むかわ町穂別 の６（国有林。次の図に示す

部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 釧路市阿寒町阿寒湖温泉二丁目２の１（次の図に示す

部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 名所又は旧跡の風致の保存
３ 解 除 の 理 由 公共施設用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道釧路支庁産業振興部林務課及び釧路市役所に
備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成 年４月 日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林 標津郡標津町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

２ 保安林として指定された目的 霧害の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件

立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐に係る伐採種は、定めない。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
立木の伐採の限度並びに植裁の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道根室支庁産
業振興部林務課及び標津町役場に備え置いて縦覧に供する。）

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道上川支庁産
業振興部林務課並びに富良野市役所及び占冠村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条の規定による通知があっ
た。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林 檜山郡上ノ国町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
上ノ国町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
２ 指定施業要件変更予定保安林 富良野市（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 水源のかん養
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
富良野市（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件の変更に係る保 富良野市（次の図に示す部分に限る。）

安林の所在場所
保安林として指定された目的 公衆の保健
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
２ 指定施業要件の変更に係る保 勇払郡占冠村（次の図に示す部分に限る。）

安林の所在場所
保安林として指定された目的 干害の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
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間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３ 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

富良野市（国有林。次の図に示す部分に限る。）、
富良野市（次の図に示す部分に限る。）

保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
富良野市（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
４ 指定施業要件変更予定保安林 河東郡音更町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
音更町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部

林務局治山課並びに富良野市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第 条
の規定により、その通知の内容を関係町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成 年農
林水産省告示第 号のとおりである。

平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 所在が不分明な者

久遠郡せたな町瀬棚区元浦 所在の森林について所有権を有する 笹 森 時次郎
掲 示 場 所 せたな町役場

２ 所在が不分明な者
爾志郡乙部町字 町 所在の森林について所有権を有する 沢 田 誠
掲 示 場 所 乙部町役場

３ 所在が不分明な者
中川郡美深町字菊丘 の１、 の２、 所在の森林について所有権を有する

杉 本 要 吉
中川郡美深町字菊丘 の３所在の森林について所有権を有する 中 村 ク マ
中川郡美深町字菊丘 所在の森林について所有権を有する 宮 川 敏 夫
中川郡美深町字辺渓 所在の森林について所有権を有する 水 上 崇
掲 示 場 所 美深町役場

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道室蘭土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 多楽湖公園線 登別市登別温泉町 番４地先から 平成

登別市登別温泉町 番１地先まで

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道室蘭土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道
２ 路 線 名 苫小牧環状線
３ 道路の区域



北 海 道 公 報 第 号平成 年４月 日（金曜日）

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
苫小牧市字勇払 番 地先から 前 から ――苫小牧市字沼ノ端２番 地先まで まで

後 から ――まで

後 から ――まで

関する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
小 塩谷２丁目４（ １ ）
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市塩谷２丁目（次の図のとおり）
土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊
同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
関する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり

３ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
小 塩谷２丁目５（ １ ）
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市塩谷２丁目（次の図のとおり）
土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊
同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
関する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり

４ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
小 塩谷２丁目６（ １ ）
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市塩谷２丁目（次の図のとおり）
土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊
同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
関する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり

５ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
小 富岡２丁目３（ １ ）
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市富岡２丁目（次の図のとおり）
土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊

北海道告示第 号

河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和 年政令第 号）第
条の規定により、次のとおり告示する。
その関係図面は、北海道小 土木現業所に備え置いて縦覧に供する。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 河 川 の 名 称 二級河川新甫川水系新甫川
２ 廃川敷地が生じた年月日 平成 年４月 日
３ 廃 川 敷 地 等 の 位 置
（左岸）島牧郡島牧村字元町 番３地先から同 番１地先まで及び同 番１地先から

同 番３地先まで
（右岸）島牧郡島牧村字千走字 番１地先から同村字元町 番２地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地

北海道告示第 号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律第
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成 年４月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

小 塩谷１丁目１（ １ ）
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市塩谷１丁目（次の図のとおり）
土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊
同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
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同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
関する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり

６ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
小 富岡１丁目１（ １ ）
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
小 市富岡１丁目（次の図のとおり）
土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊
同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に
関する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を北海道小 木現業所及び小 市役所に備え置いて縦覧
に供する。）

北海道告示第 号

昭和 年北海道告示第 号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正する。

平成 年４月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

２ 売りさばき人の項有限会社森田商店の事項の次に次の１事項を加える。
財団法人沼田交通教育協会 平成 町立沼田自動車学校

正 誤

○平成 年３月 日（第 号）
北海道告示第 号（土砂災害警戒区域の指定）中に次のとおり誤りがあったので訂正す

る。
ページ 欄 行

右
誤 留萌三泊７
正 留萌三泊町７

○平成 年３月 日（号外第 号）
北海道企業管理規程第１号（北海道企業局職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部を

改正する規程）中に次のとおり誤りがあったので訂正する。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

ページ 欄 行
１ 右 ９
誤 「勤務時間」の次の「、」を「及び」に改め「及び休息時間」を削除する。
正 「、休憩時間及び休息時間」を「及び休憩時間」に改める。

北海道企業管理規程第２号（北海道企業局組織規程の一部を改正する規程）中に次のとお
り誤りがあったので訂正する。
ページ 欄 行
１ 右
誤 （昭和 年北海道企業局管理規程第３号）
正 （昭和 年北海道企業局管理規程第２号）

１ 右
誤 第４条２の表中の
正 第４条第２項の表中


